
五戸町ものづくり事業費補助金 Q＆A 集 
 

整理

番号 
質問 回答 対象条 

１ 
この補助金の目的は何

ですか？ 

地域のものづくり産業の振興と事業者の生

産性・付加価値向上を目的としています。 
第２条 

２ 
ものづくり事業費補助

金とは何ですか？ 

設備導入、生産性向上などの取組みに対して

交付される補助金です。 
第２条 

３ 

補助金となる事業者は、

どのような法人及び個

人を指しますか？ 

五戸町内に事業所や工場を有する中小企業

者や個人事業主が対象です。 

また、町外に本社があっても、町内に拠点が

あり、実施事業が町内で行われる場合は対象

となります。 

第３条 

４ 
個人事業主でも申請可

能ですか？ 

町内で事業を営んでいる個人事業主であれ

ば申請可能です。ただし、事業内容が営利性

を有し、事業としての継続性があることが必

要です。 

第３条 

５ 

新たに創業する予定で

すが、補助対象になりま

すか？ 

当該補助事業は１年以上の事業活動の実績

が必要となり、新たに創業予定の方は対象と

なりません。 

新たに創業予定の方は、「五戸町の未来を創

る起業支援事業」の補助金の活用が可能で

す。 

第３条 

６ 

町外での事業活動実績

は、補助申請の事業活動

実績に含まれますか？ 

町外で１年以上事業活動を行っていた事業

者が、町内に事業所を移転して申請を行う場

合には、本補助金の対象となります。 

この場合には、町内において継続的に事業を

行うことが必要です。 

第３条 

７ 
どのような事業が補助

の対象となりますか？ 

製造・加工・サービス提供等に関わる設備投

資や、以下のいずれかを目的とした取組みが

対象です。 

・新商品・サービスの開発 

・製造・加工体制の合理化や高度化 

・デジタル化による生産性向上 

・地場産品の付加価値向上 

など 

第４条 



８ 
補助金の申請は何回で

もできますか？ 

同一年度中に同一事業者が複数回申請する

ことはできません。ただし、年度が異なる場

合においては、この限りではありません。 

第４条 

９ 
他の補助金との併用は

可能ですか？ 

同事業に対して他の公的補助金等支給を受

けた場合、又は支給を受ける予定の場合は対

象となりません。 

第４条 

１０ 
どのような経費が対象

となりますか？ 

主に次のような費用が補助対象です。 

・機械・設備・システム及びソフトウェア及

び付属設備の購入費（２０万円以上） 

例）工作機器 

  調理機器 

  梱包機器 

  ＩｏＴセンサー 

  業務ソフトウェア 

  モバイルオーダーシステム   など 

・新商品・サービスの開発委託費（１０万円

以上） 

例）製品設計・試作 

  ソフトウェア開発委託 

  成分分析・性能評価      など 

第６条 

１１ 

補助対象となるソフト

ウェアとはどのような

ものですか？ 

生産管理、在庫管理、図面作成等の業務用ソ

フトウェアや予約管理や顧客データ収集・分

析等のソフトウェアで、直接的に商品開発や

生産性向上に資するものが対象となります。 

第６条 

１２ 

中古機械や中古設備の

導入も対象となります

か？ 

新品の機械や設備が対象となり、中古の機械

や中古の設備は対象となりません。 
第６条 

１３ 
付属設備とはどのよう

なものですか？ 

主として導入する機器等に付属する設備で

目的・使用関係・不可分性を判断して決定し

ます。 

例として以下のものがあげられます。 

例）導入機器専用ＰＣやモニター 

  導入機器専用アタッチメントやオプシ

ョンパーツ 

  導入機器専用設備管理モニタリングツ

ール 

  導入機器等の運搬や設置費 

など 

第６条 



ただし、上記については合計額が主となる

機械等設備に係る経費の３割を超えない範

囲が対象となります。 
目的・・新商品開発又は生産性の向上に寄与するか 

使用関係・・主たる機器等に接続・連携して使用されるか 

不可分性・・主たる機器等から切り離して利用されること

が想定されないか 

１４ 

クラウドサービス利用

料は補助対象となりま

すか？ 

補助対象年度内の使用料で、業務効率化や生

産性向上に資するものに限り、対象となる場

合があります。ただし、事業導入としての位

置づけ、及び継続して導入される必要があり

ます。 

なお、３月末日までに支払いを行っているも

のに限り対象となります。 

第６条 

１５ 

機器等設備購入の一部

に外注費（委託費）が含

まれても良いですか？ 

外注先が明確であり、見積書・契約書等で支

出の妥当性が確認できれば認められます。た

だし、自社関係者・同一法人内への支出は対

象となりません。 

第６条 

１６ 
消費税は補助対象経費

に含まれますか？ 
消費税は補助対象経費に含まれます。 第６条 

１７ 
補助率や上限額はどれ

くらいですか？ 

個人事業主は、補助対象経費の３分の２以内

で、最大５０万円 

法人は、補助対象経費の２分の１以内で、最

大１００万円 

なお、補助率をかけて算出した値を千円未満

切捨てした額が個別の補助額上限となりま

す。 

第６条 

１８ 
対象外となる経費はあ

りますか？ 

以下のものは対象外となります。 

・消耗品や汎用品の購入費 

・従業員の人件費・旅費 

・広告・チラシ等販売促進費 

・マーケティング分析等の調査費 

など 

第６条 

１９ 

補助金の申請書類はど

こに提出すれば良いで

すか？ 

提出先は、五戸町役場総合政策課政策推進室

です。郵送・持参いずれも可能ですが、提出

期限に余裕をもって行ってください。また、

郵送の場合は、追跡可能な書留等の方法によ

って行ってください。 

第７条 



２０ 

申請に必要な見積書は、

何者から取得する必要

がありますか？ 

複数社から見積書を取得する必要はありま

せん。１者からの見積書を添付してくださ

い。 

第７条 

２１ 
申請前に必要な手続き

はありますか？ 

本補助金募集について申請前の手続きはあ

りません。しかしながら、実施予定の事業が

対象となるか事前相談されることを推奨し

ます。 

第７条 

２２ 
提出書類はどのような

ものがありますか？ 

代表的な提出書類は以下のとおりです。 

・補助金交付申請書（交付申請時） 

・事業計画書・資金計画書（交付申請時） 

・見積書及びカタログ資料（交付申請時） 

・納税証明書（交付申請時） 

・実績報告書（事業完了時） 

など 

第７条 

第１３条 

２３ 

補助金の対象となる期

間はいつからいつまで

ですか？ 

交付決定通知書を受け取った日以降に着手

し、補助対象年度の３月末日までに完了する

事業が対象です。 

第８条 

第１３条 

２４ 

補助金の交付決定後に、

事業内容や予算に変更

が出た場合はどうすれ

ば良いですか？ 

事業内容や予算に変更が生じた場合又は生

じる可能性がある場合には、速やかに町に相

談をしてください。内容の変更度合いや予算

の増減幅により、変更承認申請書の提出及び

承認が必要となる場合があります。 

第１０条 

２５ 

事業期間中にやむを得

ず中止した場合、補助金

はどうなりますか？ 

事業中止が発生した場合には、速やかに町に

報告してください。概算払いにより補助金が

支給されていた場合には、補助金の返還が必

要となります。 

第１１条 

２６ 

補助金の申請をした際、

交付決定の前までに事

業を行うことは可能で

すか？ 

可能です。補助金申請以後、事業期間等の関

係から交付決定前に事業を実施しようとす

る場合には、事前着手届の提出が必須となり

ます。なお、申請前に事業を実施している場

合は対象となりません。 

第１２条 

２７ 
補助金の支払いはいつ

されますか？ 

事業完了後に実績報告書を提出し、補助金額

が確定した後に、精算払いで支給となりま

す。 

なお、事業の遂行上必要であると認める場合

には、概算払いにより事業途中に支払うこと

が可能です。 

第１５条 



２８ 
補助金支給後、注意すべ

きことはありますか？ 

補助金を受けた導入された設備や委託の記

録は、一定期間処分の制限があります。 

また、不正があった場合には返還命令が出さ

れることがあります。 

第１８条 

２９ 

事業で導入した設備や

機器の使用状況は、町か

ら確認されることがあ

りますか？ 

町は事業完了後に実地確認を行う場合があ

ります。適正な運用と管理をお願いします。 
第１８条 

 


